中国のパッケージツアーに関する若干の考察 : 包価旅遊契約を中心に by 小林 正典
中国のパッケージツアーに関する若干の考察 : 包
価旅遊契約を中心に
著者 小林 正典
雑誌名 和光大学現代人間学部紀要
巻 10
ページ 41-58
発行年 2017-03-10
URL http://id.nii.ac.jp/1073/00004183/
── はじめに
市場経済化が進展する中国では、近年、旅を楽しむ人が急増し、種々の「包価旅遊」１）
（パッケージツアー）が登場するようになったが、これに伴って旅遊契約をめぐる様々な問
題が生じている。中でも、旅行社が催行にかかるコスト以下の価格でパッケージツアーを
組み、ツアーガイドには正規の報酬を払わず、ツアー客の買い物から得られるリベートを
収入源とする「零負団費」の形態は、市場競争が激化する中国社会の負の部分を象徴する
現象である。
かかる問題に対処すべく、中国政府は 2013 年に「中華人民共和国旅游法」（以下「旅遊法」
と略称する）を制定し、「包価旅遊契約」の名称でパッケージツアーの契約を定義し、悪質な
パッケージツアーを規制するための条項を設けたが、それらを回避するかの如く新たな形
態が登場し、周辺諸国を巻き込んでいろいろな影響を与えている。
そこで本稿では、中国のパッケージツアーの概要と紛争事案を概観した上で、パッケー
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── はじめに
1 ── 中国のパッケージツアーの概要と紛争事案
2 ── 包価旅遊契約の特質と「零負団費」の規則
3 ── 包価旅遊契約に残された課題
── むすびにかえて
【要旨】中国政府は 2013 年に旅遊法を制定し、「零負団費」に象徴される悪質なパッケージ
ツアーを規制するための条項を設けた。その結果、「零負団費」については立法上の対策が
講じられているが、残された課題も少なくない。例えば、航空券とホテルを組み合わせた
旅遊商品は、そのサービス内容如何によって旅遊者の権利利益を損なう危険性を孕んでい
る。また、旅遊者が契約した業者が無登録旅行社であれば、契約自体が無効になる可能性
もある。さらに、包価旅遊契約の解除によって代金が返還される場合、代金から差し引か
れる「必要な費用」の範囲は必ずしも明確でない。「転団」には、現行の法律法規の枠内で
解決できない問題がある。最近では制度上の弱点を狙って、旅遊法の厳しい規制を回避す
るパッケージツアーが登場し、周辺諸国を巻き込んで様々な影響を与えている。中国では
早くも旅遊法改正の必要性が指摘されており、周辺諸国にとっても、中国の法整備の状況
を注目しながら、消費者の権利利益の保護とツーリズム秩序の安定に資する政策の実施が
求められている。
ジツアー契約の特質を整理し、かかる契約に関する新たな問題について若干の考察を加え
ることとする。
1 ── 中国のパッケージツアーの概要と紛争事案
（1）中国のパッケージツアーの概要
新中国の建国（1949 年 10 月 1 日）初期における旅行形態は、戦乱で中国から出られない
外国僑民（在外中国人）の移送あるいは外国僑民の中国への帰郷を支援する活動が中心であ
った。このことは、僑民の郷里として知られる福建省の中心都市厦門� � �において、建国直後
の 10 月 18 日に福建厦門中国旅行社が、さらに同年 11 月 19 日に福建厦門華僑服務社が創
設された２）ことからも裏付けられることである。その後、1952 年 2 月 16 日に中央人民政
府公安部が「関於各国駐華使、領館外籍雇員戸口、旅行之管理辦法的通知」（各国の中国駐在
大使館、領事館の外国籍職員の戸籍世帯、旅行の管理辦法に関する通知）を発行して外交関係者
の旅行に関する法整備が進められ、1954 年 3 月 9 日には中国共産党中央国際活動指導委員
会が中国国際旅行社の設立を承認し、1956 年 4 月 25 日には国務院が外交部の「関於批准
外国私人旅行游覧者来華旅行游覧放寛尺度問題的報告」（外国の個人旅遊者が来中して旅遊す
ることを許可する基準緩和の問題に関する報告）に対し回答文書を出している３）。そして、外
国僑民を支援する旅行業務が制度化された後は、政治的な面で旧ソ連や東ヨーロッパ等の
社会主義国からの来賓や外交関係者の応対業務が加わり、次第に外国からの自費旅行者の
受け入れも制度化されていったが、それは中国にとって外貨獲得のために必要な国家的事
業であった。
しかしながら、1966 年に始まる文化大革命は旅遊事業に大きな打撃を与えることとなっ
た。1967 年 8 月 20 日には「関於進一歩実行節約鬧革命，控制社会集団購買力和加強資
金、物資和物価管理的若干規定」（節約して革命をさらに実行し、社会集団の購買力を抑制し、資
金、物資と物価の管理を強化することに関する若干の規定）が設けられ、1968年には年間の外
国人旅行者の数が 1500人以内に規制されたが、1969年 6月 11日に国務院総理であった周
恩来が国務院の精簡機構会議（機構簡素化の会議）で旅遊局機構の保留を指示し、自ら旅遊
分野の工作を掌握することとなった４）。その結果、旅遊事業はかろうじて消滅の危機を免れ
ることとなった。
1970 年代に入ると、中国の旅遊事業は徐々に文化大革命以前の状態に戻り、やがて米
国、日本との関係改善を契機に海外から中国を訪れる客数は増加し、1974 年 1 月 3 日には
華僑旅行社を取り込む形で新たに中国旅行社が創設され５）、従来、外国僑民と外国からの
自費旅行者とで区別していた事業の統合化が図られた。その後、自費旅行者は増え、1978
年 12 月の 11 期 3 中全会で改革開放が打ち出されると、中国国内の旅遊事業も拡大傾向を
見せ始め、社会主義市場経済を推進する主な産業の中に組み入れられた。
新中国の建国から改革開放政策を推進するまでは、計画経済体制の下で自由に旅行する
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ことは困難であり、また旅行社６）は公的機関であって旅遊商品も完全に売り手市場であっ
たため、顧客が自らの要望を企画に全面的に反映させることはできなかった。それゆえ、
当時の旅行社の提供する商品は、基本的にパッケージツアーが大半であったといえよう７）。
やがて、1982 年の夏に北京華都飯店が「小包価」というミニパッケージツアー又はオプシ
ョンツアーの業務を開始する等８）、改革開放とともに旅行社が富裕層の顧客に様々なツア
ーを提供するようになる。市場経済が本格的に導入されると、中国国内で旅遊を楽しむ
人々が増え始め、パッケージツアーの形態も複雑化していった。
現在、中国におけるパッケージツアーの形態は、一般的に考えて、全包価旅遊、半包価
旅遊、小包価旅遊、零包価旅遊の四つに大別することができる。全包価旅遊とは、旅遊者
が食、住、移動、遊覧、娯楽のサービス内容の旅行代金を旅行社に一度に支払うパッケー
ジツアーのことであり、半包価旅遊とは、全包価旅遊から昼食または夕食の提供を除外
し、旅行代金からそれに相当する部分を差し引きしたものを指す。また、小包価旅遊と
は、目的地までの往復移動、送迎、宿泊（多くは朝食を含む）を基本的なサービスとし、こ
れに選択可能な昼食、夕食、遊覧、娯楽をオプションツアーとして組み合わせたものをい
う。そして、零包価旅遊とは、目的地までの往復移動、送迎、宿泊のサービスはツアーに
含まれるものの、目的地での活動は完全に自由選択となるパッケージツアーである。零包
価旅遊の場合でも、旅遊者は団体の航空券価格の優遇を受けることができ、また旅行社を
通じて統一的に旅遊査証の代行申請を依頼できる利点がある。
このように、パッケージツアーの形態が複雑化するにつれ、旅遊契約の内容と実際に提
供を受けたサービスの内容に違いが生じ、契約内容の解釈をめぐる問題にとどまらず、一
方的にサービスの内容を変更したり、結果的に追加の出費を強いる悪質なツアーの事例が
目立つようになった。そこで以下では、パッケージツアーをめぐる紛争事例について見る
こととする。
（2）パッケージツアーをめぐる紛争事例
中国の旅遊ビジネスにおいて、パッケージツアー契約をめぐる紛争事件の中からは、以
下のような悪質なツアーの事例を確認することができる。
①．契約で約定した名所の遊覧方式については通常の理解に照らして解釈を行わなければ
ならないとした事例９）。
2004 年 7 月、某氏一行七人は、Ａ旅行社と湖南省の張家界の旅遊契約に署名をした。
契約の約定は、三日間の旅程で張家界のすべての名所を遊覧するというものである。
三日目になって早く旅行が終了したとき、某氏はまだ「十里画廊」10）の名所に行って
いないことに気づき、旅遊契約書を取り出してガイドに質問したところ、ガイドは逆
に次のように言った。「契約書上ではただ十里画廊を観する旨が記されているにすぎ
ず、十里画廊に行くわけではない。ここで観するというのは遠くから眺めるという意
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味である。天子山に行ったとき、すでに十里画廊を眺めたではないか。したがって、
旅行社はすでに契約を履行したのである。」そこで某氏は裁判所に訴えを提起し、旅行
社に違約責任を負うべき旨を要求した。本案件の結論は次の通り。すなわち、契約条
項の解釈について協議が整わない場合、通常の理解の下でなされる解釈に基づかねば
ならない。一つの名所を遊覧することとは、一般に当該景勝地に入り込み、その名所
内で遊覧することと理解すべきことは明らかであり、本案件における旅行社の解釈の
方式はありえない 11）。したがって、本案件においてＡ旅行社は双方の契約の約定に違
反しており、相応の違約責任を負わなければならない。
②．ツアー客を買い物めぐりに誘導して不快にさせた事例 12）。
愉快な元旦を過ごすため、1998 年 1 月初め、某氏は子どもを連れて北京の某社が組織
する古城杭州五日ツアーの募集に申し込み、1 月 8 日早朝、杭州行きの列車に乗っ
た。五日ツアーの本来の旅遊路線には、西湖、白堤、岳飛墓、飛来峰、霊隠寺等の風
景名所を遊覧し、その後、紹興に行くことが含まれていた。当日、西湖のツアーを終
えた後は、すでに午後四時半であり、大多数のツアー客はかなり疲れていたが、ガイ
ドはこの時間帯に霊隠寺の名所のツアー客が少なく、路上も渋滞がなく、時間を節約
できるという理由で、本来の計画では二日目に遊覧する飛来峰、霊隠寺等の名所にツ
アー客を行かせた。時刻はすでに夜となり、ツアー客は記念写真の撮影ができなかっ
た。その上、二人のツアー客がはっきりと見えない道路で転んでしまった。待たされ
たみんながホテルに戻るとすでに夜の八時半になっていて、ツアー客の辛さは極限に
達した。二日目、ガイドはまたみんなを引率してアンティークのショッピング街に向
かい、一生懸命にそこの品物を薦めた。一つの商店に行けばまた次の商店へとみんな
を歩き回らせて午前中の時間を使い切り、買い物をしたくないツアー客は車上で半日
ひたすら休んでいた。発車の際にみんながガイドに詰め寄ると、ガイドは逆にまくし
たてるように「行程表の割り振りは参考にすぎない。参観時間と順序を調整する権限
はガイドにある」と言った。
③．買い物をしようとしないので、女性ガイドがツアー客を貧乏人と罵った事例 13）。
2010 年 7 月 18 日、南京の 12 名のツアー客が、楽しく南京市中国旅行社が組織する
香港・マカオ 5 日ツアーの途に立った。このツアーは、広州から広九鉄道（広州と香港
九龍をむすぶ鉄道）に乗って境界を通過する。最初の 4 日間は香港・マカオで愉快に遊
ぶ。7 月 22 日の南京への復路は、行程の割り振りによって、珠海拱北の入境所を出て
から珠海で数時間滞在しなければならない。その後、再び広州から飛行機に乗って南
京に戻り、珠海の現地ガイドが業務を担当する。珠海に到着した後、現地の女性ガイ
ドは、ツアーの車上で百貨店への行程を宝石店に変更する旨を提案した。宝石店に行
く道中、ガイドはツアー客に冬虫夏草 14）を含むタバコを一生懸命売ろうとして、これ
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は疲労を回復させ目が覚める効能があり、他所では買えないと言った。「同じツアーの
縁と思い、みんなに安くします。一人１カートン買ったらどうでしょう。たったの
300 元、おまけに一つ差し上げます」。ツアー客は買う気がないので、はじめは温和だ
った女性ガイドが突然開き直り、怒ってこう言った。「今日、このたばこを私はどうし
ても売らないといけない」。この話を聞いて、ツアー客たちはいっそう買う気がなくな
った。雰囲気はたちまち気まずくなり、一人の女性ツアー客が雰囲気を和ませようと
一箱買った。この時、宝石店に到着し、女性ガイドはこう告げた。「先に下車して宝石
品を買うように。タバコはそれからにして」。この宝石店は見たところおんぼろの佇ま
いで、ツアー客は品物を一見してひどい偽物だと思い、みんな買わずに車に戻ってし
まった。ガイドは険しい顔をしてこう言った。「宝石品を買う買わないはどちらでもい
いが、タバコは必ず買わなければならない。それは旅行社が私に課したノルマだ」。さ
らに、「もし買わないなら、荒れ果てて一軒の家もない場所に放り出し、自分で車を探
して空港に行くようにするぞ」と凄んだ。強迫しても無駄だとみると、ガイドは本気
になって、近郊地区の農村の入り口で運転手に停車させ、すべてのツアー客を急いで
下車させた。ツアー客はみな貧乏人、詐欺師だと罵り、「我々は何が何でも売って買わ
せる！」と言明し、「お前らの交通費や食事代はみんな私が払うんだぞ！」と語気は激
烈であった。双方が一時間睨みあった後、最終的に運転手が見ていられなくなってや
っと間に入り、ツアー客を広州白雲空港に送り届けたが、もう一度ガイドの妨害と罵
りの憂き目に遭った。ツアー客が帰ってきた後、ガイドの悪態をつく映像がネット上
で放映された。この「珠海の女性ガイドが南京のツアー客を罵る──一箱のタバコが
引き起こした凶悪事件」のネットの投稿は、すぐさま広範な関心を引き起こした。
格安ツアーの価格競争が激しくなるにつれ、旅行社はガイドの報酬を減らして利益を得
ようとする。一方、ガイドの側は安価なガイド報酬だけでは生計が成り立たないため、旅
程の中で名所見物や遊覧時間を繰り上げて買い物の時間を確保し、バックマージンが得ら
れる商店にツアー客を誘導して買い物に多くの時間を費やすような行程に組み変えてしま
う。商店からガイドにバックマージンが支払われることから、ツアー客の交通費や食事代
を全てガイドに負担させる旅行社もある。上述の事例は、まさにこのような問題を象徴す
るものである。当該ガイドの言動は、基本的に「ガイド要員管理条例」の第 13条第 1項 15）
の規定に違反するものであるが、当該条例は旅遊ビジネスの秩序維持を図ることが目的で
あって、ツアー客の保護を直接の目的とするものではない。
とりわけ近年になって増えてきた「零負団費」16）、すなわち旅行会社がツアーの催行に
かかるコスト以下の価格でパッケージツアーを組み、ガイドには正規の報酬を払わず、ガ
イドはツアー客の買い物を通して得られるリベートを収入源とする悪質なツアーを取り締
まるためには、旅遊の基本法を制定し、それに依拠する形で地方レベルの法規の整備を促
すといった立法政策が不可欠であった。このような背景の下、2013 年 4 月 25 日に旅遊法
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が制定され 17）、同法は同年 10 月 1 日から施行された。旅遊法には中国特有のパッケージ
ツアー契約、すなわち包価旅遊契約に関する多くの条項が盛り込まれており、「零負団費」
についても立法上の対策が講じられている。そこで次章では、包価旅遊契約の特質を整理
し、「零負団費」の規制に関する条項について若干の考察を試みることとする。
2 ── 包価旅遊契約の特質と「零負団費」の規則
（1）包価旅遊契約の定義と契約の主体
旅遊契約は、主に包価旅行契約と代理 18）旅遊契約等の形態を包括し、その中で最もよく
見られる形態が包価旅遊契約である 19）。包価旅遊契約については、旅遊法第 111 条第 3 号
が「旅行社があらかじめ旅程を計画し、交通、宿泊、飲食、遊覧、観光ガイド若しくは添
乗等から二つ以上の旅遊サービスを自ら提供し、又は履行補助人 20）を通じて提供し、旅遊
者が総額で旅遊費用を支払う契約」と定義する。この定義条項に照らし、包価旅遊契約は
以下の三つの要件を具えなければならない 21）。
第一に、契約内容における旅程及び関連するサービスは、旅行社が事前に手配するとい
うこと。旅行社自らの計画立案であれ、旅遊者の具体的な要求に基づいて手配する路線及
び日程であれ、いずれも旅行社が事前に行程及び食事と宿泊の手配を確定することを要
し、かつ交通、食事、宿泊、遊覧等の経営者に関連サービスを発注することを通じ、旅程
及び行程の完成に必要となる関連サービスを共に組み合わせて一つの完備した旅行社サー
ビスとする。
第二に、二項目以上のサービスであること。交通、宿泊、飲食、遊覧、ガイド又は情報
案内サービスから任意に二項目以上のサービスを組み合わせることが、包価旅遊契約のサ
ービス提供の構成要件である。そこでのサービスは、旅行社が直接提供するものである
か、旅行社が関連する経営者に発注したのち間接的に提供するものであるかを問わない。
第三に、契約代金は総額で支払うこと。包価旅遊契約の代金には、旅行社が交通、宿
泊、飲食、遊覧等の経営者に発注するサービスの原価だけでなく、旅行者自身の経営原
価、例えば運営費用、従業員給与等、さらにその合理的利潤が含まれる。
以上の三つの要件については、次の点に留意する必要がある。まず第一の要件に関し
て、ここで旅行社とは、旅行社条例の規定に依拠して旅行社業務経営許可を受けた企業法
人でなければならず、無許可の業者と旅遊契約を締結しても、契約法第 52 条第 5 号の規
定によって契約は無効となる恐れがあること。次に第二の要件に関して、名所旧跡の参観
をガイド付きで実施すれば、運送や宿泊のサービスが伴わなくとも、包価旅遊契約の構成
要件に該当するということ。さらに第三の要件に関して、業界内部で通常称される「機加
酒」22）、すなわち航空券とホテルの手配を組み合わせた商品は、旅行社が事前に関連する
サービスを確定して購買し、旅遊者には変更する権限がなくかつ総額で代金を支払う場
合、包価旅遊の性質を有し、提供されるサービスに対してそれに応じた包価旅遊契約責任
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を負わねばならないということ 23）。
また、包価旅遊契約は以下のいくつかの主体に関係する。第一に旅行社と包価旅遊契約
を締結した旅遊者、第二に組団社、第三に地接社、第四に履行補助人である。ここで組団
社とは、旅遊者と包価旅遊契約を締結した旅行社（旅遊法第 111 条第 4 号）に限定され、地
接社とは、組団社の委託を受け、目的地において旅遊者を応対する旅行社（旅遊法第 111 条
第 5 号）をいい、履行補助人とは、旅行社との契約関係が存在し、その包価旅遊契約の義
務を履行することを協力援助し、実際に関連するサービスを提供する法人又は自然人を指
す（旅遊法第 111 条第 6 号）24）。
旅行社の間、すなわち組団社と地接社の間の契約、又は旅行社と履行補助人の間の契約
は、一般に包価旅遊契約に属さないと解される 25）。しかしながら、上述の旅遊法の条項が
定める通り、組団社と地接社はいずれも旅行社でなければならない。旅遊者と包価旅遊契
約を締結する組団社が旅行社業務経営許可を要することはいうまでもないが、地接社につ
いても、旅行社業務経営許可を取得した企業法人でなければならない 26）。
（2）包価旅遊契約の内容と旅行社の告知義務
次に、包価旅遊契約は主にどういった内容を含むのかについてであるが、旅遊法第 58 条
第 1 項によると、包価旅遊契約は書面の形式を採用し 27）、以下の内容を含まなければなら
ない。①旅行社、旅遊者の基本情報、②旅程の手配、③旅遊団成立の最低人数、④交通、
宿泊、飲食等の旅遊サービスの手配と標準、⑤遊覧、娯楽等の項目の具体的内容と時間、
⑥自由活動時間の割り振り、⑦旅遊費用及びその納付期限と方式、⑧違約責任と紛争解決
の方式、⑨法律法規の規定と双方が取り決めたその他事項。これらのうち、旅遊者の知情権 28）
を保障するために、旅行社が旅遊者と包価旅遊契約を締結するとき、旅行社は旅遊者に上
記の②から⑧に掲げる内容を詳細に説明しなければならない（同法第 58 条第 2 項）。また、
旅程表は、包価旅遊契約の構成部分であるので、旅行社は旅程が始まる前にこれを旅遊者
に提供しなければならない（同法第 59 条）29）。
さらに、同法第 60 条は、特定の状況の下で、包価旅遊契約は以下の内容又は情報を含ま
なければならないと規定する。第一に、旅行社がその他の旅行社にパッケージツアー商品
を代理販売することを委託し、旅遊者と包価旅遊契約を結ぶ場合、包価旅遊契約の中で委
託社と代理社の基本情報を明記しなければならないこと。第二に、旅行社が本法の規定に
照らして包価旅遊契約の中の応対業務を地接社に委託して履行する場合、包価旅遊契約の
中で地接社の基本情報を明記しなければならないこと。第三に、手配されたガイドが旅遊
者のためにサービスの提供をする場合、包価旅遊契約の中でガイドのサービス費用を明記
しなければならないこと 30）。
以上の他、同法第 62条は、旅遊者の身体、財産が危険を被ることを防止するために、包
価旅遊契約を結ぶとき、旅行社が旅遊者に対して以下の事項を告知しなければならないと定
める。①旅遊者が旅遊活動に参加するのに相応しくない状況、②旅遊活動における安全注
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意事項、③法に依って旅行社の責任を減免することができる情報、④旅遊者が注意すべき
旅遊目的地に関連する法律法規及び風俗習慣、宗教上の禁忌、中国の法律に照らして参加す
べきでない活動等、⑤法律法規が規定するその他の告知すべき事項。なお、包価旅遊契約の
履行中にこれらの事項に該当した場合も、旅行社は旅遊者に告知しなければならない 31）。
（3）包価旅遊契約の成立と履行に関する条項
包価旅遊契約は、必ずしも「組団」、すなわち団体ツアーを組織することを成立要件とす
るものではないが、既述の通り、包価旅遊契約に際し団体成立の最低人数を定めなければ
ならない（旅遊法第 58 条第 1 項第 3 号）。約定の最低人数を満たさない場合、同法第 63 条
第 1 項により組団社は契約を解除することができるが、少なくとも境内旅遊（香港、マカオ
を除く中国大陸内の旅遊）の場合は 7 日前までに、出境旅遊の場合は 30 日前までに旅遊者
に通知を発しなければならない。約定の最低人数を満たさない場合、組団社は旅遊者から
書面による同意を得た上で他の旅行社に委託することができ、組団社は旅遊者に対して責
任を負い、委託を受けた旅行社は組団社に対して責任を負うこととなる。同意しない旅遊
者に対しては契約を解除することができるが、その場合、組団社は受領した代金の全てを
旅遊者に返還しなければならない。
なお、契約を締結して代金を支払ったものの、旅程開始前に旅遊者が諸事情で参加でき
ない場合も、代金返還の問題が生じる。かかる事態に対して同法第 64 条は、旅程開始前
に包価旅遊契約を締結した旅遊者が自らの権利義務を第三者に譲渡できる旨を定めてい
る。その場合、旅行社は正当な理由がない限り拒否できないが、これによって費用が増加
する際には、旅遊者及び当該第三者が負担する旨を定めている。また、旅程開始後に旅遊
者が契約を解除した場合、組団社は必要な費用を控除して残金があればそれを旅遊者に返
還しなければならない（同法第 65 条）。
一方、同法第 66 条は、旅遊者が次のいずれかの事由に該当する場合に旅行社の契約解除
権を認めている。①伝染病等の疾病に罹患し、他の旅遊者の健康と安全に危害を及ぼす可
能性がある場合、②公共の安全に危害を及ぼす物品を携帯し、かつ関係部門に引き渡し処
理することに同意しない場合、③違法な又は社会道徳に違反する活動に従事する場合、④
他の旅遊者の権利利益に重大な影響を与える活動に従事し、かつ中止の勧告を聞かず制止
が不能である場合、⑤法律が定めるその他の事由。これらの事由によって契約を解除する
場合、組団社は必要な費用を控除した後、残金を旅遊者に返還しなければならず、旅行社
に損害を生じたならば、旅遊者は法に依って賠償責任を負わなければならない。
旅行社は、包価旅遊契約の約定に従って義務を施行し、勝手に旅程表を変更してはなら
ない（同法第 69 条第 1 項）が、旅程中に旅行社、履行補助人が合理的な注意を尽くしても
避けられない事象によって旅程に影響を与えた場合は、同法第 67 条に依拠して次のよう
に対処をする。①契約が完全に履行できない場合、旅行社と旅遊者はいずれも契約を解除
することができる。②契約が完全に履行できない場合、旅行社は旅遊者への説明を経た上
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で、合理的な範囲において契約を変更することができる。旅遊者が変更に同意しない場
合、契約を解除することができる。③費用の面について。契約を解除する場合、組団社は
すでに地接社又は履行補助人に支払って返還できない費用を控除した後、残金を旅遊者に
返還しなければならない。契約変更の場合、これによって増加した費用は旅遊者が負担
し、減少した費用は旅遊者に返還する。④旅遊者の身体、財産の安全に危害が及ぶ場合、
旅行社は相応しい安全措置を講じなければならない。これによって支出した費用は、旅行
社と旅遊者が分担する。⑤旅遊者の滞留を引き起こす場合、旅行社は相応しい安置措置を
講じなければならない。これによって増加した飲食宿泊費用は、旅遊者が負担する。増加
した復路の費用は、旅行社と旅遊者が分担する 32）。
さらに同法第 70 条は、旅行社が包価旅遊契約に違反した場合について、以下の通り懲罰
的損害賠償を定めている。①旅行社が包価旅遊契約義務を履行できず、又は契約義務の履
行が約定に合致しない場合、法に依って履行を継続する、救済措置を講じる、若しくは損
害を賠償する等の違約責任を負わなければならない。②旅遊者の身体の傷害、財産の損失
をもたらした場合、法に依って損害賠償責任を負わなければならない。③旅行社が履行条
件を具備しているのに、旅遊者の要求を経てもなお契約の履行を拒絶し、旅遊者の身体損
傷、滞留等の重大な結果をもたらした場合、旅遊者はさらに旅行社に旅遊費用の一倍以上
三倍以下の賠償金を請求できる。④旅遊者が自ら手配する活動期間において、旅行社が安
全上の注意、救助義務を尽くしていない場合、旅遊者の身体的傷害、財産的損害に対して
相応の責任を負わなければならない。ただし、もし旅遊者自身の原因によって包価旅遊契
約の履行不能若しくは約定通りに履行できない結果を生じ、又は旅遊者の身体的傷害、財
産的損害を引き起した場合、旅行社は責任を負わない 33）。
また、地接社、履行補助人の原因によって約定違反となった場合、同法第 71 条の規定に
照らして、組団社が責任を負うこととなる。組団社は責任を負担した後、地接社、履行補
助人に対し賠償を請求することができる。そして、旅遊者が賠償請求を行うことを容易に
するために、地接社、履行補助人の原因によって旅遊者の身体的傷害、財産的損害を引き
起こした場合であれば、旅遊者は、地接社、履行補助人に対し賠償を請求することができ
るとともに、組団社に対しても賠償を請求することができる。組団社は賠償責任を負担し
た後に、地接社、履行補助人に対し賠償を請求することができる。しかしながら、公共交
通の経営者の原因によって旅遊者の身体的傷害、財産的損害を生じたならば、公共交通の
経営者が法に依って賠償責任を負わなければならない。この場合、旅遊者が公共交通の経
営者に賠償を請求することについて、旅行社は協力しなければならない 34）。
（4）「零負団費」の規制
旅遊法は悪質なツアーの根絶のために立法化されたものであることから、特に「零負団
費」の問題に狙いを定め、同法第 35 条第 1 項で「旅行社は、不合理な低価格で旅遊活動
を組織し、旅遊者を誘導、欺騙してはならず、かつ買物又は別途費用を支払う旅遊オプシ
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ョンを手配することを通じて割戻し等の不当な利益を得てはならない」との条項を設けて
いる。また「零負団費」のツアーでは、往々にしてツアー客の意思によらずにショッピン
グの場所が指定され、あるいは料金別払いのオプションが課されることで、ツアー客に想
定外の支出を迫る悪質な行為が横行する。これらの状況に鑑みて、同条第 2 項は「旅行社
が旅遊者を組織、応対するには、具体的な買物の場所を指定してはならず、別途費用を支
払う旅遊オプションを手配してはならない。ただし、双方が協議で一致し又は旅行者が要
求し、かつ、その他の旅行者の旅程に影響を及ぼさない場合を除く」と規定する。さら
に、これらの規定に違反した場合は、同条第 3 項によって「旅遊者は、旅程終了後 30 日
以内に、旅行社にその返品手続並びに前払いした商品代金の返金、又は別途支払った旅遊
オプション費用の返還を求める権利を有する」とされている。
上述のように、旅遊法の立法化によって「零負団費」の問題を規制するための法的根拠
がかなりの程度整備されたといえるが、残された課題 35）も少なくない。紙面の関係でこの
問題の考察は別の機会に改めることとするが、「零負団費」問題を根絶するには、さらなる
立法上の整備が必要な点は否めない。
これらの他、同法第 95 条から第 110 条は、旅行社の経営許可違反やガイド又は添乗の
義務違反等の法律責任（同法第 109 条は行政部門と職員に対する処罰）についても規定する。
これらは基本的に業者側の責任を列挙したものであるが、同法第 72 条はツアー客の責任
についても、「旅遊者が旅遊活動中又は当事者間の紛争解決のとき、旅行社、履行補助人、
旅遊業従事者又はその他の旅遊者の合法的な権利利益を損ねた場合は、法に基づき賠償責
任を負う」と規定する。
以上のように、旅遊法には包価旅遊契約の諸問題を解決するための条項が包括的に盛り
込まれており、さらに旅行社条例、ガイド要員管理条例等の法規が補完する役割を果たし
ている。しかしながら、包価旅遊契約には、これらの法律法規だけでは対処できない次の
ような問題が残されている。例えば、包価旅遊契約の範疇に属する形態として既述の航空
券とホテルの手配を組み合わせた「機加酒」という旅遊商品があるが、それが全て包価旅
遊契約に該当するわけではない。また、契約主体の要件に関連して、無登録旅行社と契約
した場合は、そもそも契約自体が無効になるという問題もある。さらに、包価旅遊契約の
「必要な費用」の範囲は必ずしも明確でなく、旅遊サービス提供の際の委託業務に関連する
「転団」の問題も現行の法律法規だけでは解決できない場合がある。こういった点に鑑み
て、次章では包価旅遊契約に残された課題について若干の検討を行うこととする。
3 ── 包価旅遊契約に残された課題
（1）「機加酒」の旅遊商品の性質について
旅遊契約は、既述の通り包価旅遊契約と代理旅遊契約等の形態に大別される。代理旅遊
契約は委託契約に類似するものであり、旅遊者は旅行社が特定のサービスを提供するよう
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に手配を依頼する形態である。このようなサービスは旅遊者の個人的願望を具体化するも
のであり、旅行社側には主観的に選択する権利はない。それゆえ、旅遊者がこの状況の下
で不満足を示したとしても、旅行社側は一般に違約の訴の精神的損害賠償を負うものでは
ない。しかしながら、包価旅遊契約はこれと異なり、総合的に組み合わせた商品であれ、
航空券とホテルの手配を組み合わせたものであれ、ほとんど旅行社が一手に請け負い、旅
遊者の個人的願望は少しもその中に具体化されない。旅遊者の権利利益が損害を受けた場
合、旅遊者がもっぱらその責めを負うべきものではない 36）。このように、違約の訴の精神
的損害の賠償が問題となる場合、旅遊契約が包価旅遊契約であるか代理旅遊契約であるか
によって、旅行社の賠償責任の態様は違ってくる。
一般に、航空券とホテルの手配を組み合わせた「機加酒」の旅遊商品は、「航空サービス、
宿泊サービスの空間上、時間上の合理的排列が順序立っていれば、まさに旅程の概念を含
むもの」37）である。しかしながら別の面から見ると、航空券とホテルの手配は、「旅行社が
事前に予約をし、有機的に組み合わせて全体として販売するのではなく、包価旅遊契約に
属さず、委託代理の範囲に属する」38）といえる。両者が合わさって全体を構成するもので
はなく、価格も各々単独で計算される。
実践的に見ると、一部の旅行社は自らの義務と責任を軽減するために包価旅遊契約に関
連する法律法規の適用を回避すべく、旅遊者と代理旅遊契約の締結を画策する。その結果
として、「機加酒」の旅遊商品が広く販売されている。しかしながら、「機加酒」の旅遊商品
の中には代理契約であるか包価旅遊契約であるか容易に判断できないものもある。それゆ
え、「機加酒」の旅遊商品の中には、旅行社の賠償責任の不明確なものが多数存在し、旅遊
者の権利擁護を阻害する一つの要因となっている。
（2）無許可業者との契約の効力について
無許可の業者が包価旅遊契約の当事者となる場合、中国の契約法第 52 条第 5 号は、法
律、行政法規の強行規定に違反する契約を無効と規定することから、その法的効力が問題
となる。なお、旅遊法第 28 条は「旅行社を設立し、旅遊者を募集、組織、接待し、それ
に旅遊サービスを提供する者は、次の各号に掲げる条件を満たし、旅遊主管部門の許可を
取得し、法に依って工商登記の手続を行わなければならない」とし、同法第 95 条は無許
可の業者が旅行社業務を経営する場合の罰則 39）を規定する。また、旅行社条例第 46 条も
「当条例の規定に違反して、下記の事由の一つに該当する場合、旅遊行政管理部門又は工商
行政管理部門が是正を命じる責任を負い、違法所得を没収する。違法所得が 10 万元未満
の場合は、併せて違法所得の 1 倍以上 5 倍以下の罰金に処す。違法所得が 10 万元以上の
場合は、併せて 10 万元以上 50 万元以下の罰金に処す」と定めており、該当する事由とし
て同条第 1 号が「相応の旅行社業務経営許可を取得せず、国内旅遊業務、入境旅遊業務、
出境旅遊業務を経営した場合」を明示する。
業者が業務経営許可を取得せずに旅遊契約を締結することは、明らかに旅遊法及び旅行
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社条例の取締条項に違反するものであるが、そのことと旅遊契約の効力の有無は別の問題
と考えられる。しかしながら、裁判事例 40）の中には無許可業者と旅遊者との旅遊契約を認
めない判決を下したものがある。例えば、旅遊ツアー中、ツアー客が疲労した運転手に代
わって車を運転した際に交通事故が発生し、自ら負傷した件について、契約を締結したイ
ンターネット旅行事業者に違約の損害賠償を求めて訴えを提起した事例では、当該事業者
が旅行社業務経営許可を取得していなかったことから、裁判所は国家行政法規の強行性規
定に違反するが故に契約は無効と判断し、ツアー客の請求を退けている 41）。
旅行社業務経営許可制度は、旅行社の不適正な業務経営行為を取り締まることを目的と
する。この点に鑑みると、許可を取得していないことでもって旅遊契約の効力自体にまで
影響を及ぼす理由はない。また、包価旅遊契約は、旅行社と包価旅遊契約を締結した旅遊
者、組団社、地接社、履行補助人という複数の主体が関係するので、旅行社が事業許可を
取得していなかったことで契約が無効になるならば、旅遊契約の法的安定性は大きく損な
われることになる。
（3）包価旅遊契約の「必要な費用」の範囲について
旅程の終了前に旅遊者が包価旅遊契約を解除する場合、既述の通り、旅遊法第 65 条は
「組団社は、必要な費用を差し引いた後、残金を旅遊者に返還しなければならない」と規定
する。逆に、旅遊者の行為等が同法第 66 条第 1 項に列挙される事由（伝染病の罹患、違法
又は社会道徳に反する行為等）によって旅遊契約の履行に困難が生じ、または他の旅遊者に
影響を及ぼす場合、同 2 項は「旅行社は当該契約を解除することができる」として旅行社
側からの契約解除を認めており、この場合、組団社は必要な費用を差し引いた後、残金を
旅行者に返還しなければならない。ところが、ここでいう「必要な費用」については、「旅
遊者が負担する必要な費用の法律的性質は何か」、「必要費用にはどのような項目が含まれる
のか」という二つの疑問 42）が生じる。
前者については、一般に違約責任説と賠償責任説が有力であるが、傳・闕の見解はこれら
の説によらず、「これは責任ではなく、義務である」43）とする。後者については、「必要な費
用」が「組団社がすでに地接社又は履行補助人に支払い、かつ返還できない費用」と「旅
程においてすでに実際上発生した費用」の二つを包含するという見方 44）が通説であるとこ
ろ、傳・闕の見解は、「必要な費用」を「包価旅遊契約解除の前に旅行社がすでに履行した義
務の対価」「旅行社がすでに完成した業務を購買する価格」と捉えて、この中に旅行社の合
理的な利潤も含まれるとする 45）。
ところで同法第 67 条は、不可抗力又は旅行社若しくは履行補助人が合理的な注意義務を
尽くしても回避できない事件によって旅程に影響が生じたとき、「契約が継続して履行不能
である場合、旅行社と旅遊者は、いずれも契約を解除することができる」「契約が完全には
履行できない場合、旅行社は旅遊者に説明をし、合理的な範囲内で契約を変更することが
できる」「旅遊者が変更に同意しない場合、契約を解除することができる」（同条第 1 号）と明
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示し、「契約が解除された場合、組団社は、すでに地接社又は履行補助人に支払いをなし、
かつ返還ができない費用を差し引いた後、残金を旅遊者に返還しなければならない」（同条
第 2 号）と規定する。この場合、旅行社の利潤は「返還できない費用」に該当しないので、
ここで残金から差し引かれる費用に旅行社の利潤は含まれない。傳・闕の見解もこれと同様
である 46）。
仮に傳・闕の見解に立脚し、同法第 65 条及び第 66 条第 2 項で規定する「必要な費用」
に旅行社の合理的な利潤が含まれると解した場合、旅遊サービス提供の進捗度を加味すべ
きが否かが問題となろう。例えば、旅行者が包価旅遊契約を解除する時期が旅程の開始直
後の場合と終了直前の場合では、旅行社が提供するサービスの量に違いがあるのは明らか
であるから、合理的な利潤の額も異なると考えるのが相当である。合理的な利潤の額を適
正に按分するためには、旅遊サービス提供の進捗度を合理的に測定する必要があるが、ど
のような按分方法が合理的であるかについては意見が分かれるであろう。
（4）「転団」について
旅遊法第 63 条第 2 項は、「約定の人数に達しないためツアーを催行ができない場合、組団
社は旅遊者の書面による同意を得た上で、他の旅行社に契約の履行を委託することができ
る。組団社は旅遊者に対し責任を負い、委託を受けた旅行社は組団社に対し責任を負う。
旅遊者がこれに同意しない場合、契約を解除することができる」と規定する 47）。この条項
に対しては、「実質的に旅行社のその契約権利義務に対する譲渡を指すものであり、また譲
渡社の委託により譲受社が代わりに旅遊契約を履行するものと理解することができ、俗称
では転団ともいう」48）との見解があるが、実際のところ「転団」が何を指すのかについて
は、中国の研究者や実務家の間で混乱が生じている。傳・闕はこのような「転団」の概念を
めぐる混乱を指摘し、国家旅遊局及び国家工商総局が 2014 年 4 月 17 日に共同で発表した
「新版旅遊契約模範書式」の「団体出境旅遊契約」を取り上げて、その第 1 条第 11 項が転
団を「約定のツアー成立人数に達していないためツアーを催行できないとき、出境社が旅
遊者の書面での同意を得て、行程の開始前に旅遊者をその他の出境社が組織する出境旅遊
団体に転至して契約を履行する行為である」49）と定義する例を紹介する。ここでの「転至」
の定義は、同第 11条第 1項が「承諾したサービスの内容と標準が低下しないことを保証す
る前提の下に、出境社は、事前に旅遊者の書面での同意を得ることを通じて、その他の旅行
社に契約の履行を委託することができる。そして、委託を受けてツアーを作り出した出境社
の元々の契約の約定に違反する行為については、先行して責任を負い、更に事後に補償を行
う」50）と規定する。その上で傳・闕は、委託を受けてツアーを作り出す出境社が旅遊者と別
途契約を締結する場合に当該契約の権利義務が停止する点に着目し、いわゆる「転至」は、
「第一に、その他の旅行社に委託して契約を履行する場合。第二に、旅遊者と受託者が別途
契約を締結する場合」の二種の状態を含むと解する。その上で、後者について「原契約は解
除され、その本質は契約主体の変更であり、契約の概要は譲渡に属する」と指摘し、「このよ
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うに見ると、転団は委託と契約譲渡の二種の状態を含むようである」51）と述べる。
以上の他、傳・闕は転団を一種の委託行為と考え、「ひとまずこれを転団委託と称する。そ
れは旅行社の業務の中の別の種類の委託と相似性を有する」としながら、旅遊法第 69 条
第 2 項の「旅遊者の同意を経て、旅行社は包価旅遊契約における接待業務を相応しい資質
を備えたその他の地接社に委託して履行する場合、地接社と書面で委託契約を結ばなけれ
ばならない」との規定を参照し、この種の委託を地接委託として区別する 52）。そして、「転
団委託と地接委託の共通のところは、いずれも旅行社が別の旅行社に包価旅遊契約の義務
の履行を委託し、しかも旅遊者の同意を必要とすることであるが、両者の違いもまた非常
に明らかである」53）とし、以下の四つの相違点を列挙する。
「第一に、転団委託の委託内容は包価旅遊契約であり、旅遊活動全体の組織、割当の業務
である（ただし、包価旅遊契約の全部の義務とは限らず、いくつか付随の義務は委託社自ら履行
する必要がある）。地接委託の委託内容は、包価旅遊契約における接客業務であり、旅遊目
的地での接客業務である。第二に、転団委託の受託旅行社は一つだけであり、地接委託の
受託社は、旅程の必要に基づいて、異なる旅遊目的地で異なる地接社に委託し、地接社は
多数存在しうる。第三に、転団委託は必須のものではないが、地接社委託は、一日ツアー
あるいは近距離ツアーを除き、大部分の長距離旅遊では地接社に委託して応対サービスを
提供しなければならない。第四に、旅遊者の書面の同意を得ずに勝手に転団すると、民事
法律責任だけでなく、さらに旅遊法第 100 条に基づいて行政法律責任を負う。旅遊者の同
意を経ずに地接社に委託した場合は、民事法律責任だけが存在する」54）。
「転団」は法律上の概念ではないが、現実には約定のツアー成立人数に達していない場
合、旅遊者の同意を得た上で別のツアーに組み込む事例は少なくないと考えられよう。転
団委託と地接委託のいずれであれ、法律上の明確な規定がないことから、新たに組み込ま
れるツアーの契約内容を十分に知ることなく、旅行社の責任もあいまいな状態で、旅遊者
はツアーに参加することとなる。この種の問題に対して旅遊法の整備が進まない限り、包
価旅遊契約をめぐる種々の混乱は回避できず、旅遊者と旅遊事業者の双方とも権利義務の
安定化を図る上で支障をきたすことが懸念される。
── むすびにかえて
中国のパッケージツアーをめぐる問題は、旅遊法の制定によってある程度の収拾が図ら
れたかのように見えるが、包価旅遊契約に関する条項はまだ十分に整備されていない状況
にある。本稿で考察した、「機加酒」の旅遊商品の性質、無登録の旅行社との契約の効力、
包価旅遊契約の「必要な費用」の範囲、「転団」に関する契約問題等の他に、旅遊法が規定
する「団体」の範囲が曖昧であるという問題も残されている。
また、中国のパッケージツアーが外国の企業との取引関係に大きな影響を与える点に鑑
みると、外国におけるパッケージツアーの引き受けとの関係も問題となる。例えば、旅遊
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法第 69 条第 2 項は「地接社は包価旅遊契約と委託契約に照らして、サービスを提供しな
ければならない」と規定し、同法第 71 条では損害賠償責任も規定する。日本では、ツア
ーオペレーター（又はランドオペレーター）の業務が旅行業に抵触しない限り登録の対象外
であるが、中国の旅遊法において地接社は組団社の委託を受け、目的地において旅遊者を
応対する旅行社と規定されることから、旅行業業務経営許可を必要とする。したがって、
中国側からすると日本のツアーオペレーターは無登録旅行社に該当する可能性がある。
ツアーオペレーターについては、一般社団法人日本旅行業協会が独自の認証制度を創設
して普及啓発を図っている 55）が、中国からのツアーが大幅に増加した現状をふまえると、
日本側でも中国の旅遊法との整合性を射程に入れながら法整備を検討する時期が到来して
いる。中国の旅遊法制度の問題は、中国からの旅遊者を多く受け入れる国にとって十分に
これを研究し、自国のツーリズム制度に与える影響を勘案しながら、現実的な対策を講ず
べき局面になったといえよう。
《注》
１）中国の「旅游」は「旅行游覧」を短縮した用語であるが、その意味と使い方の点で日本の「旅行」
や「観光」と基本的に異なる。詳しくは、小林正典「中国の旅行遊覧法－旅遊と旅遊者の概念を中
心に」『和光大学現代人間学部紀要第 8 号』（2015 年 3 月、72 頁～74 頁)を参照。また、日本では
「游」の文字を常用漢字の「遊」で表記する場合が多い。そこで本稿では、参考文献、法律法規、事
例等の固有名詞を原語のまま使用する場合は「旅游」と表記し、それ以外の個所では「旅遊」をか
ぎ括弧を外した形で使用する。
２）《中国旅游大事記》編輯部編『中国旅游大事記』中国旅游出版社、1995 年 9 月、1 頁。
３）同上、1 頁～4 頁。
４）同上、12 頁～13 頁。なお、「1966 年全国接待自費旅行者和出国人数的計劃情況的報告」によると、
1966 年の外国自費旅行社の数は 6000 人から 7000 人と計画されていた。
５）同上、17 頁。
６）旅行社とは「旅遊者を募集、組織、応対をする等の活動に従事し、旅遊者のために関連する旅遊サ
ービスを提供し、国内旅遊業務、入境旅遊業務又は出境旅遊業務を展開する企業法人」（旅行社条例
第 2 条第 2 項）。
７）1981 年における国民経済計画の執行結果に関する公報に基づいて、当時の中国における国際旅遊業
の経済効果で 107 万人の中国人を養いうると推計した研究に、何建民「試論我国国際旅游業的経済
効益」『経済理論與経済管理 1984 年第 5 期』（1984 年 10 月、33 頁～37 頁）がある。この推計も、国
際旅遊業経営の主な方式が包価旅遊、すなわちパッケージツアーであるとの前提に立っている。
８）韓平「浅談旅游業中的小包価業務」『旅游論壇 1986 年第 2 期』1986 年 6 月、42 頁。
９）許偉基主編、金民珍副主編『旅游糾紛訴訟指引與実務解答』法律出版社、2013年 1月、71頁～72頁。
10）長さ約５キロメートルの渓谷で、青林、草花、奇峰が水墨画の如く構成された張家界の名所。
11）関連条文は以下の通り。中華人民共和国契約法第 41 条「標準約款の理解について争いが生じた場
合、通常の理解に照らして解釈をしなければならない。標準約款に二種類以上の解釈がある場合、
標準約款を提供した側に不利となる解釈をしなければならない。標準約款と非標準約款が一致しな
い場合、非標準約款を用いなければならない」、第 61 条「契約の効力が発生した後、当事者が品質、
価格若しくは報酬、履行場所等の内容を約定していない、又は約定が不明確な場合、協議をして補
055和光大学現代人間学部紀要　第10号（2017年3月）
充することができる。補充協議が成立しない場合、契約の関連条項又は取引慣習に照らして確定す
る」、第 62 条「当事者が契約の内容に関係する約定について不明確であり、本法第 61 条の規定に照
らしてもなお確定できない場合、以下の規定を適用する。（1）品質の要求が不明確な場合、国家標
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